
 

 

 

 

 

 

大 阪 府 個 人 情 報 保 護 条 例 の 運 用 状 況 

       （ 令 和 ３ 年 度 ） 

 

 
 

   １ 個人情報取扱事務の登録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

    ２  個人情報の取扱いに関する個人情報保護審議会への諮問・・・・・・・  １ 

    ３  個人情報の開示請求・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

４ 個人情報の訂正請求及び利用停止請求等・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

５ 指定管理者の取り扱う個人情報に係る開示請求等・・・・・・・・・・  ３ 

６ 不服申立ての処理状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

７ 口頭の請求による即時開示・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

８ 事業者が取り扱う個人情報の保護に関する苦情相談等の状況・・・・・  ５ 
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１ 個人情報取扱事務の登録 

各実施機関において、個人情報を取り扱う事務について、個人情報取扱事務の名称及び目的並びに

取り扱う個人情報の対象者の範囲、記録項目及び収集先等を記載した個人情報取扱事務登録簿を作成 

し、府政情報センターで閲覧に供した。 

担 当 部 局 名 件 数 

知 事   ２，２８７ 

担

当

部

局

別

内

訳 

副 首 都 推 進 局 ０ 

 

 

政 策 企 画 部 １２５ 

万 博 推 進 局 ０ 

総 務 部 ４０ 

 財 務 部 ３１ 

 ス マ ー ト シ テ ィ 戦 略 部 ６ 

府 民 文 化 部 １９７ 

Ｉ Ｒ 推 進 局 ６ 

福 祉 部 ４５４ 

健 康 医 療 部 ３６６ 

商 工 労 働 部 ２９５ 

環 境 農 林 水 産 部 ３７６ 

都 市 整 備 部 １８０ 

大 阪 都 市 計 画 局 ２４ 

建 築 部 １５２ 

港 湾 局 ２６ 

会 計 局 ９ 

教 育 委 員 会 ２４６ 

 選 挙 管 理 委 員 会 １５ 

人 事 委 員 会 １ 

 監 査 委 員 １ 

 公 安 委 員 会 ４ 

労 働 委 員 会 ３ 

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 ０ 

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 ０ 

警 察 本 部 長 ２０７ 

公 立 大 学 法 人 大 阪 １７４ 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 ９４ 

 地方独立行政法人大阪産業技術研究所 

 

３３ 
地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所 

 

総 合 研 究 所 

 

３１ 

 地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所 ２９ 

合     計 ３，１２５ 

    

２ 個人情報の取扱いに関する個人情報保護審議会への諮問 

（１）個人情報の取扱いに関する諮問 

条例では、個人情報は本人から収集することなどを原則としているが、個人情報保護審議会の承

認を得て例外的取扱いをしている。令和３年度は２件（知事２件）について承認された。 

(注)１件の諮問において、複数の承認を求めている場合があるので、事項別内訳の合計が諮問の件数を上回る場合があ

る。 

諮問事項 
 ２年度 
から繰越 

３年度 
諮 問 

３年度 
答 申 

答申の内訳 

承認  不承認  

件      数 ０ ２ ２ ２ ０ 

 
事
項
別
内
訳 

本人収集の原則の例外（７条３項７号） ０ ０ ０ ０ ０ 

要配慮個人情報の収集禁止原則の例外
（７条５項） 

０ ２ ２ ２ ０ 

目的外利用・提供禁止原則の例外 
（８条２項９号） 

０ ０ ０ ０ ０ 

オンライン結合による個人情報の 
外部提供禁止の例外（８条４項） 

０ ０ ０ ０ ０ 
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（２）個人情報保護条例の運用に関する諮問 

条例第５７条第１項に基づき個人情報保護条例の運用に関して諮問を行っているが、令和３年度

中に諮問された案件はなかった。 

 

 

 

 

（３）特定個人情報保護評価書の第三者点検に関する諮問 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）では、特定

個人情報ファイルを保有しようとする又は保有する地方公共団体等は、特定個人情報の取扱いに関

し、特定個人情報保護評価書を作成・公表し、全項目評価書については、第三者点検を行うことと

なっている。 

大阪府では、全項目評価書及び重点項目評価書について、個人情報保護審議会に設置した特定個

人情報保護評価点検部会において点検している。 

令和３年度は全項目評価書、重点項目評価書についての諮問はなかった。 

 

 

 

 

 

３ 個人情報の開示請求 

［請求件数］ 

府の行政機関が保有する個人情報に関し１，３９１件（うち取下げ４件）の開示請求があり、この

うち取下げを除く１，３８７件に対し、１，４２７件の決定を行った（１件の開示請求について複数

決定が行われることがあるため、取下げを除く請求件数より決定件数が多くなっている。）。その内訳

は、全部開示決定が８９５件と最も多く、次いで部分開示決定が４９８件、不存在による非開示決定

が２９件となっている。 

区         分 
３年度

（件） 

２年度

（件） 

個人情報開示請求の件数 １，３９１ １，３９８ 

請求方法別 

内   訳 

窓口に提出 ９３８ １，３６０ 

郵送 ４５３ ３８ 

請求者別 

内   訳 

本人からの請求 １，３０４ １，２２１ 

法定代理人からの請求 ８７ １７７ 

個人情報開示請求の取下げ件数 ４ ９ 

個人情報開示請求の件数（取下げ件数を除く。） １，３８７ １，３８９ 

実施機関の決定の件数 １，４２７ １，５１９ 

決定内容別 

内   訳 

全部開示 ８９５ ９５７ 

部分開示 ４９８ ５００ 

全部非開示 ３ １３ 

不存在による非開示 ２９ ４３ 

存否応答拒否による非開示 ２ １ 

適用除外による非開示 ０ ４ 

要件不備による非開示 ０ ０ 

本人との利益相反による非開示（却下） ０ １ 

（注）１ １件の開示請求について複数の決定が行われる例 

・  １件の開示請求について、対象となる行政文書がある項目とない項目が含まれているため、開示・非開示等 

の決定と不存在による非開示決定を行う場合 

・  文書を管理している室課所ごとに決定を行う場合 

区分 
２年度から 
繰越（件） 

３ 年 度 
諮問（件） 

３ 年 度 
答申（件） 

諮問件数 ０ ０ ０ 

区分 
２年度から 
繰越（件） 

３ 年 度 
諮問（件） 

３ 年 度 
答申（件） 

諮問件数 ０ ０ ０ 

内
訳 

全項目評価書 ０ ０ ０ 

重点項目評価書 ０ ０ ０ 
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２ 非開示決定の内容 

・ 部分開示：請求された個人情報が記載された行政文書に請求者以外の個人のプライバシー情報や法人等の正

当な利益を害する情報などが記載されていた場合に、請求者以外の情報や法人等の情報を非開示とし、請求さ

れた個人情報の部分は開示する決定（第１５条） 

・ 不存在による非開示：行政文書の保存期間が経過しすでに廃棄した場合や作成又は取得していない場合な

ど、 

請求された個人情報が存在しないことを理由とする非開示決定（第１８条第２項） 

・ 存否応答拒否による非開示：請求された個人情報が存在しているか否かを答えるだけで非開示情報が明らか 

になることを理由として、その存否を明らかにしないで開示請求を拒否する決定（第１６条） 

・ 適用除外による非開示：刑事事件や少年保護事件に係る個人情報や刑事訴訟に関する書類及び押収物につい 

ては、開示請求に係る規定を適用しないこととされていることを理由とする非開示決定（第４６条） 

・ 要件不備による非開示：請求された個人情報を特定するために必要な事項を記載するという開示請求の要件 

 を満たさないことを理由とする非開示決定（第１７条第１項第２号） 

・ 本人との利益相反による非開示（却下）：未成年者又は成年被後見人の法定代理人が本人に代わって行う開 

示請求について、本人の利益に反すると認められることを理由に却下する決定（第１２条第２項ただし書） 

    

［非開示理由の適用状況］ 

非開示決定（不存在による非開示及び適用除外による非開示を除く。）の状況としては、公共安全支

障情報を理由とするものが４２８件と最も多く、次いで、事務執行支障情報であることを理由とする

ものが３８８件となっている。 

区 分 非 開 示 理 由 
３年度

（件） 

開示しない 

ことができる情報 

法人等情報（１４条１項１号、２項１号） ２３ 

意思形成支障情報（１４条１項２号、２項１号） ０ 

事務執行支障情報（１４条１項３号、２項１号） ３８８ 

評価等情報（１４条１項４号、２項１号） ２１６ 

公共安全支障情報（１４条１項５号、１４条２項２号、

１４条２項３号） 

４２８ 

本人安全支障情報（１４条１項６号） ０ 

本人権利利益侵害情報（１４条１項７号） １ 

開示しては 

ならない情報 

第三者の個人情報（１３条１号） ３６６ 

法令秘情報（１３条２号） ３ 

法定受託事務情報（１３条３号） ０ 

部分開示＋全部非開示＋存否応答拒否による非開示の件数 ５０３ 

     （注）１件の決定について複数の理由が該当する場合があるため、非開示の総数より非開示理由別の 

         件数が多くなっている。 

 

４ 個人情報の訂正請求及び利用停止請求並びに是正申出請求 

令和３年度中、個人情報の利用停止請求１件があった。 

 

５ 指定管理者の取り扱う個人情報に係る開示請求等 

指定管理者による公の施設の管理に係る個人情報については、当該公の施設を所管する実施機関

（指定実施機関）に対して、開示、訂正及び利用停止の請求ができることとされているが、令和３年

度は、開示、訂正、利用停止とも請求がなかった。 
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６ 不服申立ての処理状況 

開示請求等に対する実施機関の決定について、令和３年度に諮問のあった不服申立ては６件であっ

た。 

不服申立ては、個人情報保護審議会に諮問し、その答申を尊重して再決定等の処理を行うこととな

っており、令和３年度においては、諮問事案４件の処理がなされた。 

区  分 

 

取下げ 

件 数 

処 理 件 数 
答申待ち

の 件 数 計 認容 
一部 

認容 
棄却 却下 

２年度の諮問事案 ８件 ０件 ４件 ０件 １件 ３件 ０件 ４件 

３年度の諮問事案 ６件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ６件 

係属事案計 １４件 ０件 ４件 ０件 １件 ３件 ０件 １０件 

                                     令和３年度末時点 

 

７ 口頭の請求による即時開示 

試験の開示などその内容が定型的であらかじめ開示に関する判断を一律に行うことができ、一度に 

多くの請求が見込まれるものについては、口頭での請求に対し即時開示を行っている。 

令和３年度は、１３種の試験に対し、２５，２５９件の即時開示を行った。 

試験等の名称 ３年度（件） 

クリーニング師試験 ２ 

採石業務管理者試験 ２ 

砂利採取業務主任者試験 ０ 

狩猟免許試験 ８ 

環境農林水産総合研究所農業大学校入学試験 ０ 

技能検定 ７ 

職業訓練指導員試験 ０ 

府立高等職業技術専門校入校選考試験 ５ 

大阪障害者職業能力開発校入校選考試験 ３ 

大阪府立高等学校入学者選抜 ２４，６８７ 

大阪府立知的障がい高等支援学校職業学科入学者選抜 ２５ 

大阪府立富田林中学校入学者選抜 ３７８ 

大阪府立大学工業高等専門学校入学者選抜 １４２ 

        計  ２５，２５９ 

 

 

（参考）口頭により開示請求ができる個人情報 

口頭により開示請求を行うことができる個人情報の項目 口頭により開示請求を 

行うことができる期間 

口頭により開示請求を

行うことができる場所 

試験等の名称 開示する内容 

クリーニング師試験 科目別得点、合格点 合格発表の日から１月間 環境衛生課 

採石業務管理者試験 総合得点、科目別得点 合格発表の日から１月間 
中小企業支援室 

経営支援課 

砂利採取業務主任者試験 総合得点、科目別得点 合格発表の日から１月間 
中小企業支援室 

経営支援課 

狩猟免許試験 
知識試験及び技能試験の得点、適

性試験の適否 
合格発表の日から１月間 動物愛護畜産課 

環境農林水産総合研究所 

農業大学校入学試験 

総合得点、科目別得点、 

総合順位 

合格発表の日から３月 31日

まで 
環境農林水産総合研究所 

技能検定 総合得点、科目別得点 合格発表の日から１月間 
雇用推進室 

人材育成課 

職業訓練指導員試験 総合得点 合格発表の日から１月間 
雇用推進室 

人材育成課 

大阪府立北大阪高等職業 

技術専門校入校選考試験 

選考の順位並びに学科試験及

び面接試験の得点 
合格発表の日から３月間 

大阪府立北大阪高等

職業技術専門校 
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大阪府立東大阪高等職業 

技術専門校入校選考試験 

選考の順位並びに学科試験及び面

接試験の得点 
合格発表の日から３月間 

大阪府立東大阪高等

職業技術専門校 

大阪府立夕陽丘高等職業 

技術専門校入校選考試験 

選考の順位並びに学科試験、面接

試験及び適性検査の得点 
合格発表の日から３月間 

大阪府立夕陽丘高等

職業技術専門校 

大阪府立南大阪高等職業 

技術専門校入校選考試験 

選考の順位並びに学科試験及び面

接試験の得点 
合格発表の日から３月間 

大阪府立南大阪高等

職業技術専門校 

大阪障害者職業能力開発校 

入校選考試験 

選考の順位並びに学科試験、面接

試験、適性検査及び運動検査の得

点 

合格発表の日から３月間 
大阪障害者職業能力

開発校 

大阪府立高等学校入学者 

選抜 

・特別入学者選抜 

・大阪府立豊中高等学校能勢分

校に係る入学者選抜 

・海外から帰国した生徒の入学 

者選抜 

・日本語指導が必要な帰国生

徒・外国人生徒入学者選抜 

・一般入学者選抜 

一般選抜（追学力検査） 

・二次入学者選抜 

・学力検査の得点、実技検査の得点

のうち請求者が受検したもの 

・調査書中の各学年の各教科の評

定 

・面接の評価、自己申告書の評価及

び調査書の中の活動／行動の記

録の評価（特別選抜における全日

制の課程総合学科（エンパワメン

トスクール）、多部制単位制 1 部

及び 2部並びに大阪府立豊中高等

学校能勢分校のみ） 

 

４月１日から同月 1 4 日 

まで 

当 該 入 学 者 選 抜 を

実 施 し た 府 立 高 等

学校 

大阪府立知的障がい高等 

支援学校職業学科入学者 

選抜 

・適性検査 

・作業検査 

４月１日から同月 1 4 日 

まで 

当該入学者選抜を実施

した府立知的障がい

高等支援学校 

大阪府立富田林中学校 

入学者選抜 

・適性検査の得点 

・作文の得点 

３月 19 日から同月 25 日 

まで 
大阪府立富田林中学校 

大阪府立大学工業高等専門 

学校入学者選抜 

・学力検査の得点、小論文検査の得

点のうち請求者が受験したもの 

・調査書中の各教科の評定 

４月１日から同月 1 4 日 

まで 

大阪府立大学工業高等専

門学校 

（注）１ 開示期間に休日等が含まれることにより、開示期間の始期及び終期がずれることがある。 

 

 

８ 事業者が取り扱う個人情報の保護に関する苦情相談等の状況 

  高度情報通信社会において個人情報の利用が活発化し、社会のあらゆる面で、その必要性が高まる 

 なか、府民の個人情報流出による不安や個人情報取扱いに対する関心も高まっている。こうしたなか、 

 事業者が取り扱う個人情報の保護に関する府民等からの苦情相談に対しては内容を確認したうえで、 

 監督官庁に取り次ぐなど、適切な対応を行うとともに、個人情報保護法及び大阪府個人情報保護条例 

 に関する知識の普及、啓発に努めた。 

 


